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「世界も社会も自分事に」

多文化社会日本 「見える化」プロジェクト
—在日ブラジル人コミュニティからの発信―

　教材を作成するにあたり、2022年9月3日～9月5日から研究員のヨシイ・恒吉・上原の3名で、静岡県浜
松市、愛知県の名古屋市、豊田市、大府市などを訪れ、日系ブラジル人コミュニティでのフィールドワーク

を行いました。日本の教育制度とは異なる枠組みで、コミュニティ内部から立ち上がってきた教育のニーズ

に対応し、年齢を問わずスキルや知識の獲得を支援する活動を行う当事者団体の約８団体を訪れました。そ

して、初日には浜松市のブラジリアンデーにも足を運び、ブラジル料理や演奏などを拝見しました。

フィールドワークの3日間は、ポルトガル語で研究員のヨシイさんが通訳をしてくださり、日系ブラジル人
コミュニティで活躍する方たちの貴重なお話を伺うことができました。特に、女性の起業家の方たちが多

く、子育てをしながら、ニーズに沿ったサービスを立ち上げられていることに力強さを感じました。

　現在、GMS研究所では多文化社会の「見える化」プロジェクトとし
て小学生向けに日系ブラジル人コミュニティのスーパーマーケットを題

材とした教材を作成しています。画像や映像などを通して、スーパーマ

ーケットの店内の様子をバーチャルで体験できる内容となっています。

﻿
日系ブラジル人コミュニティでのフィールドワークの報告
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改めてお時間をつくってお話を聞かせてくださった皆さん、ありがとうございました。



 　2022年度に実施したフィールド調査での映像やインタビューをもとに、ブラジルコミュ
ニティのスーパーマーケットでのバーチャルツアーを想定した小学生向けの社会科の教材を

作成しています。GMS研究所の「世界も社会も「自分事に」というミッションに基づき、
普段から地域の多文化共生に興味をお持ちの先生方や生徒さんだけではなく、広く一般に授

業で使用していただけるように、教科書内容に対応した内容で教材を構成しています。

　また、総合学習でも利用していただけるように、探求型のアクティビティや、ＩＣＴ教育

での利用を想定した内容の導入をすすめています。教材の完成後には、実際に使用した授業

を分析してよりよいものに改善する予定です。こうした実践～研究のサイクルを踏まえなが

ら、先生方にとって使いやすい教材を作成していきたいと考えています。みなさんにこの教

材を手元に取っていただける日を楽しみにしております。

（研究員　上原菜緒子）
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﻿
作成中の教材について

今後のプロジェクトについて

　本年度は進めていたいくつかの事業の成果が出る年となります。多文化社会日本の

「見える化」プロジェクトでは、上記のような教材作成の土台となるような教科書分

析他の論文が、研究所の出版のページからダウンロード可能になっております。日本

の社会科教科書、動画発信などにおいて、多文化の共存がどのような状態にあり、そ

れゆえにどのような教材や発信が必要とされているのかをデータで示し、エビデンス

（evidence）に基づいた教材や提言を行っていきます。また、国際発信・国際貢献に
関しては、日本の教育をテーマとした中東からの研修（教員）を受注し７月に実施予

定です（詳しくは次の号のニュースレターでお伝えします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（所長　恒吉僚子）


